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１．はじめに  

東日本大震災からの農業農村の復旧・復興についての経験や教訓を記録し、今後の防災

計画等に反映する取り組みが様々な形で行われている。その中で、筆者らは特に復旧・復

興に携わった技術者が、現場で直面した問題の解決や技術的な判断、事後の反省等の経験

を、「現場知」として可能な限り記録し、いつでも誰でも参照できる形で継承することが重

要と考えている。ここではなぜ「現場知」の継承が重要なのか、その理由を復旧過程の多

様性・複雑性の視点から述べる。  

２．農業の災害復旧過程の多様性、複雑性  

一般に事業継続計画（BCP）等の災害対応に関する計画は、対象の災害による被害を想

定し、二次災害の防止、早期の事業再開のために対応の重要性をランク付けし、対応まで

の時間を計画に盛り込む 1)。しかし農業の災害復旧過程は、他産業と異なる以下のような

特性から、多様性、複雑性を持っている。  

①農業の季節性の影響：東日本大震災の発災（2011 年 3 月 11 日）は水稲の作期が近づい

た時期であり、「その年の作付けをどうするか」の判断が当面の復旧作業のスケジュールと

内容を規定した。また主要な排水経路や海岸、河岸では梅雨期、台風期までが二次災害防

止の応急措置を完了する目標期間となった。もし発災の時期が異なっていたら、対応の優

先順位や目標期間は、それぞれ発災時期に応じて異なっていたであろう。  

②予測が困難な地盤の隆起・沈下の影響：震災に伴い特に沿岸部では広範囲で地盤沈下が

発生した。用排水利環境は大きく変化し、一部の水利施設は原状復旧でなく機能復旧が必

要となった広範囲な地盤の隆起・沈下は復旧の内容に大きく影響するが、事前の想定は困

難である。現在の南海トラフを震源とする地震に対する防災計画でも、粘土層の圧密等を

除いて大規模・広範囲な地盤の隆起・沈降の想定は盛り込まれていない。  

③農業以外の災害対応との調整：被災農地はその面的な広がりの中に宅地、事業所、道水

路等の多様な土地利用を包含しており、農地復旧の現場では、人命救助、不明者捜索等の

災害対応が同時進行で行われるため、相互調整が必要になる。また堤防、防潮水門等の周

辺の土木施設の復旧状況が農地復旧や営農再開の規定要因になることも多い。農業遺体の

災害対応の影響は被災実態に応じて多様であり、事前に想定することは難しい。  

④関係者の多様性、意思決定プロセスの複雑性：災害の当該年、あるいは翌年にどの範囲

の営農再開を目指すか等、復旧スケジュールの大枠を規定する意思決定は、地方自治体、

土地改良区、農協等の「関係者（機関）」の協議と合意形成で行われる。合意形成が必要な
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関係者の範囲は、その内容によって変わる。  

３．BCP における多様性、複雑性の取扱い 

こうした災害復旧過程の持つ多様性、複雑

性について、あらゆる可能性を想定して BCP

等の計画に盛り込むことは現実的でない。例

えば、「徳島県農業版事業継続計画」では、発

災後の非常事優先業務は被害状況に応じて選

定することになっている。BCP は検討の体制

や手順を示し、具体的な対策の検討や判断は、

発災後の担当者に委ねられている。また「徳

島県土地改良区 BCP マニュアル」では、用

排水施設を管理する土地改良区に対し、施

設機能が農業に最も重要な時期を想定して

BCP を策定するよう求めている。これは送

水業務に特化した BCP として作成したため

であり、送水機能が復旧しても、業務が再

開できるかどうかは、送水先の農地や排水

先の復旧状況による。改良区の財務基盤である賦課金徴収は一般に営農再開後となる。 

４．「現場知」の重要性 

災害対応や復旧に携わる技術職員は、前述のような多様性、複雑性を持つ復旧過程にお

いて、具体的な現場の問題を解決し、必要な判断を行わなければならない。特に他の自治

体等から支援に派遣された技術職員は、「土地勘」のない現場で業務を行うことになる。技

術的な一般化が可能な事項についてはマニュアル等の整備が進められるべきである。しか

し、一般化の難しい被災現場の多様性、複雑性に対応する時、過去において「どのような

問題をどのように解決したか」「どのような状況下で、どのような判断を行ったか」という

「現場知」の集積があれば、技術者の大きな助けになると考える。 

「現場知」は、Web 検索等によって、必要とする者が必要な時に入手できることが最重要

である。特定のデータベースに特定の形式で集積される必要はなく、既に公開されている

情報も「現場知」として利用できる。実際的な集積、利用方法の検討が必要である。 

５．おわりに 

災害発生後、時間が経過するに従って、復旧復興に携わった技術職員の異動・退職、関

連資料の散逸が進んで、「現場知」の収集や記録が難しくなる。また復旧復興には他の地方

自治体から派遣された技術者が大きな役割を果たしているが、こうした支援者の経験も、

派遣後の報告会等で披露された後に死蔵されてしまうことが多い。東日本大震災から３年

以上が経過した現在、埋もれつつある「現場知」の収集は急務と考える。 
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F i g .1  農業以外の災害対応との調整の例  

 津波で沿岸部の排水機場、水門が被災、周辺

が広範囲に湛水した。二次災害防止のため早

期の排水が必要であったが、水門を開放する

と、瓦礫とともに未発見の不明者が流出してしま

う恐れがあった。そのため水門を開放せず仮設

ポンプによる排水を行った。 
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